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５５５５ 条例案条例案条例案条例案にににに対対対対するするするする意見意見意見意見のののの提出提出提出提出

地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例案

について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

22.6.10 職員の退職手当 改正内容 適当な改

に関する条例の １ 概要 正と考え

一部を改正する 雇用保険法の改正に伴い、失業者の退職 ます。

条例 手当について所要の改正を行うもの

２ 施行期日

公布の日

ただし第 13 条第７項及び第８項の規定

は、平成 22 年４月１日から適用

職員団体のため 改正内容 適当な改

の職員の行為の １ 概要 正と考え

制限の特例に関 時間外勤務代休時間の新設に伴い、給与 ます。

する条例の一部 を受けながら職員団体のための活動ができ

を改正する条例 る期間に、当該代休時間を追加する改正を

行うもの

２ 施行期日

公布の日

22.9.30 職員の育児休業 改正内容 適当な改

等に関する条例 １ 概要 正と考え

の一部を改正す 再度、育児休業又は育児短時間勤務をす ます。

る条例 ることができる特別の事情について改正を

行うもの

２ 施行期日

公布の日
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

22.11.25 知事、副知事、 改正内容 適当な改

県議会議員等に １ 概要 正と考え

対する期末手当 教育長の期末手当について、国及び県の ます。

等の支給に関す 特別職に準じた支給割合とするため読替規

る条例及び新潟 定の改正を行い、また、教育長については

県教育委員会教 期末手当の特例措置（年間の公民給与を均

育長の給与等に 衡させるための調整）を実施しないため、

関する条例の一 所要の規定整備を行うもの

部を改正する条 ２ 施行期日

例（意見の対象 平成 22 年 12 月１日

は、このうち新 ただし、平成 23 年度以降の期末手当の

潟県教育委員会 改正については平成 23 年４月１日

教育長の給与等

に関する条例の

一部改正に係る

部分）

一般職の職員の 改正内容 基本的に

給与に関する条 １ 概要 当委員会

例等の一部を改 当委員会の勧告等に基づき、一般職の職 の勧告の

正する条例 員等の給与の改正を行うもの 趣旨に沿

２ 内容 ったもの

（１）給料 であり、

ア 給料表 適当な改

医療職給料表㈠及び第２号任期付研 正と考え

究員以外の給料表を引下げ ます。

イ 現給保障

平成 18 年の給与構造改革に伴う経

過措置（現給保障）について、 0.41 ％

（行政職３級以上相当の職員について

は、更に 1.18 ％）引下げ

（２）諸手当

ア 期末・勤勉手当

当委員会の勧告どおり引下げ

イ 義務教育等教員特別手当

支給月額の上限を引下げ

（ 11,700 円→ 8,000 円）
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（３）平成 22 年 12 月に支給する期末手当に

関する特例措置（年間調整）

年間の公民給与を均衡させるため、平成

22 年 12 月に支給する期末手当の額につい

て、特例措置を講ずる

（４）平成 23 年４月１日における号給の調

整

平成 22 年１月１日に昇給の１号抑制を

受けた職員について、その号給を１号上位

に調整

３ 施行期日

平成 22 年 12 月１日

ただし、義務教育等教員特別手当の改正

については平成 23 年１月１日、平成 23 年

度以降の期末・勤勉手当の改正については

平成 23 年４月１日

22.12.2 公益的法人等へ 改正内容 適当な改

の職員の派遣等 １ 概要 正と考え

に関する条例の 派遣先団体に、新潟県並行在来線株式会 ます。

一部を改正する 社を加えるもの

条例 ２ 施行期日

公布の日

外国の地方公共 改正内容 適当な改

団体の機関等に １ 概要 正と考え

派遣される職員 国際機関等へ派遣される職員の給与につ ます。

の処遇等に関す いて、外務公務員給与を上回らないよう、

る条例の一部を 所要の改正を行うもの

改正する条例 ２ 施行期日

公布の日

23.2.24 職員の自己啓発 改正内容 適当なも

等休業に関する １ 概要 のと考え

条例 地方公務員法第 26 条の５で定める自己 ます。

啓発等休業を職員が取得できるよう、必要

な事項を定めるもの

２ 施行期日

平成 23 年４月１日
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職員の育児休業 改正内容 適当な改

等に関する条例 １ 概要 正と考え

の一部を改正す 地方公務員の育児休業等に関する法律の ます。

る条例 改正により、非常勤職員についても育児休

業等ができるようになることに伴う改正を

行うもの

２ 施行期日

平成 23 年４月１日

職員の特殊勤務 改正内容 適当な改

手当に関する条 １ 概要 正と考え

例の一部を改正 任命権者による特殊勤務手当の総合点検 ます。

する条例 に基づく見直し等により、改正を行うもの

２ 内容

（１）総合点検による見直し

ア 支給額の改定

県税滞納処分手当を廃止、社会福祉

業務手当及び精神保健福祉相談手当を

日額化

イ 手当名の改正

異常圧力内作業手当等、計６手当を

特殊現場作業手当として統合

ウ 教員特殊業務手当の改正

部活動指導業務に係る手当の支給要

件の緩和及び支給単価の増額

（２）平成 21 年度包括外部監査結果に基づ

く改正

特殊診療手当の表現を修正

３ 施行期日

平成 23 年４月１日

職員の退職手当 改正内容 適当な改

に関する条例の １ 概要 正と考え

一部を改正する 短期の臨時的任用職員の雇用保険の加入 ます。

条例 を適正化し、雇用保険からの失業給付の機

会を拡大させるため、雇用保険法の適用除

外の基準となる要件を改正するもの

２ 施行期日

平成 23 年４月１日


